








別紙 1 本財団への寄附金(会費)について 【寄附控除のご案内】 
～本財団へのご寄附は税制上の優遇措置を受けることができます。～ 

 

・ 手続きには本財団が発行する領収書の提出が必要となります。 
・ 領収書及び「税額控除に係る証明書」は請求のあった場合にのみ送付しております。必要な

方は、郵便振替「払込取扱票」の通信欄にてお知らせいただくか、本財団までお電話等でご

請求ください。 
・ 税額控除を選択される場合は、領収書に同封する「税額控除に係る証明書」もあわせて提出

してください。 
 
個人寄附の場合 

１ 所得税  
・ 確定申告の際、「所得控除」か「税額控除」のどちらかを選択いただけます。 
・ その年の対象団体に対する寄附合計額のうち、2,000 円を超える金額につき適用されます。 

 
(1)  「所得控除」の場合 

寄附金額（総所得金額の 40％を限度）－2,000 円 ＝ 所得控除額 ⇒課税所得から控除 
 

(事例) 年中の総所得金額が 500 万円、寄附金の合計額が 20 万円の場合 
・ 20 万円－2,000 円＝19 万 8,000 円＝寄附金控除額 
・ 控除額 19 万 8,000 円は、総所得金額 500 万円× 40％= 200 万円の限度内となりま

すので、19 万 8,000 円は全額が総所得金額からの控除対象となります。 
 

(2)  「税額控除」の場合 
（寄附金額（総所得金額の 40％を限度）－2,000 円） × 40% = 税額控除額（所得税額の

25％を限度）⇒所得税額から控除 
 

(事例) 年中の総所得金額が 500 万円、寄附金の合計額が 20 万円、所得税額が 42
万円の場合 
・ 20 万円－2,000 円＝19 万 8,000 円×40％＝ 7 万 9,200 円＝税額控除額 
・ 控除額 7 万 9,200 円は、所得税額 42 万円×25%＝10 万 5,000 円の限度内となりま

すので、7 万 9,200 円は全額が所得税額からの控除対象となります｡ 



 

２ 個人住民税 
所得税の確定申告書を作成する際に、住民税の寄附金控除の適用に関する所定の事項を

記載することにより、個人住民税の控除も受けられます。 
 
 

法人寄附の場合 
法人様の寄附金は、通常「一般損金算入限度額」の範囲内で税務上の損金に算入すること

ができますが、本財団への寄附金は特定公益増進法人に対する寄附金に該当するため、別枠

の損金算入限度額が認められます。したがって、損金算入限度額の範囲が一般損金算入限度

額と別枠の損金算入限度額の合計額になります。 
 

(事例) 資本金が１億円、年中の所得金額が 1,000 万円の場合(事業年度の月数が 12 月

の場合) 
① 一般損金算入限度額=｛(1 億円×0.25％)＋(1,000 万円×2.5％)｝×0.25=125,000 円 
② 別枠の損金算入限度額=(1 億円×0.375％＋1,000 万円× 6.25％) ×0.5=500,000 円 
したがって、①＋②の合計金額である 625,000 円の損金算入が認められます。 

 

 
 




